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１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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２）総合戦略の期間 

本戦略の計画期間は、令和７（2025）年度～令和９（2027）年度の３か年とする。 

【計画期間】 

 Ｒ２   Ｒ６  Ｒ７   Ｒ９ 

2020   2024  2025   2027 

 Ｒ42 

2060 

白山市総合戦略    

白山市人口ビジョン    

白山市 

総合計画 

第２次    

第３次    

国総合戦略    

 

３）フォローアップ体制 

総合戦略の策定にあたっては、全庁的に推進を図るため、白山市まち・ひと・しごと創生

総合戦略策定推進本部及び幹事会を庁内に設置するとともに、有識者の助言を得るため、

学識経験者や住民代表、産・学・官・金・労・言・デジタルの各分野の代表者により構成す

る「白山市総合戦略推進委員会」を組織した。さらに、幅広い意見を取り入れるため、白山

市議会（常任委員会）やパブリックコメントの意見も参考とし、総合戦略を策定した。 

今後、総合戦略の実現に向けては、総合戦略の進捗に係る評価及び検証を行い、必要に

応じて施策の見直しを行う。このＰＤＣＡマネジメントの実行にあたっては、白山市総合

戦略推進委員会からの意見を聴取し、具体的施策の進捗及び重要業績評価指標（ＫＰＩ※）

を踏まえ、継続的な見直しを行う。 

 ※ＫＰＩ：Key Performance Indicatorの略。 
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４）総合計画・人口ビジョンと総合戦略との関係 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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２ 第２期総合戦略の検証と課題解決の方向性 

１）第２期総合戦略の検証 

令和２（2020）年に策定した第２期総合戦略では、本市の人口減少の抑制を図るため、各

種施策を展開してきた。次期総合戦略の策定に際し、これらの施策の進捗状況や近年の人

口等の変化、市民ニーズの変化などから計画の効果を検証する。 
 

（１）施策の進捗状況 

・基本目標毎に定めた成果指標のうち、人口の社会増減数、観光入込客数、合計特殊出生率

が未達成の見込みで、これらはコロナ禍の影響が大きい。それ以外は達成が見込まれて

いる。 

・人口の社会増減数は回復傾向であるが伸び悩んでおり、引き続き効果的な施策の推進が

必要である。 

・観光入込客数はコロナ禍の落ち込みからは回復してきており、白山手取川ユネスコ世界

ジオパークやトレインパーク白山などの地域資源を活かした取組や、外国人の誘客、交

流活動の強化が必要である。 

・健康・福祉・教育では、健康寿命や要介護・要支援者の割合は改善しているが、合計特殊

出生率は基準値より低下しており、婚活や妊娠・子育ての支援施策の充実や、健康づく

りに向けた意識啓発の強化が必要となっている。 

【基本目標の成果指標による評価】 

基本目標 成果指標 基準値(Ｈ30） 目標値(Ｒ６） 実績値 

１ 仕事・雇用 
市内従業者数 54,992人(H28) 55,900人 57,952 人(R3) 

女性の就業率 53.3％(H27) 54.6％ 54.5％(R2) 

２ 観光・交流 
人口の社会増減数 単年＋511人 ５年累計＋2500人 

R5 単年＋328人 

R2～5 累計＋691人 

観光入込客数 4,850,567人 5,200,000人 3,861,927人(R5) 

３ 健康・福祉・教育 

合計特殊出生率 1.59  1.67  1.46(R4) 

健康寿命 
（平均自立期間） 

男性 80.4歳 
女性 84.8歳 

男性 80.6歳 
女性 85.0歳 

男性 81.1歳(R5) 
女性 85.6歳 

要介護・要支援者の割合 16.7％ 18.4％ 17.1％(R5) 

４ 都市・地域 
住み良いと感じる 
市民の割合 

72％(R1) 現状維持 81％(R6) 

【各基本目標のＫＰＩの評価】    （令和６年８月現在） 

基本目標 
成果指標数 

(ＫＰＩ) 

評価※ 

◎ ○ △ 

１ 仕事・雇用 10 ２ ３ ５ 

２ 観光・交流 14 ４ ３ ７ 

３ 健康・福祉・教育 17 ２ ６ ９ 

４ 都市・地域 ９ ３ １ ５ 

合計 50 11（22％） 13（26％） 26（52％） 

  ※評価 ◎：目標値を達成、○：目標値の８割以上を達成、△：目標値の８割未満  
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（２）人口等の推移 

・国勢調査による総人口は、本市が誕生した平成 17（2005）年の 10 万 9,450 人から始ま

り、５年後の平成 22（2010）年には 11万 459人（1,009人増、1％増）となりピークを

迎えた。その後、平成 27（2015）年には、減少したものの、第１期総合戦略策定後は増

加となり、令和２（2020）年は 11万 408人に持ち直した。これは、定住促進支援制度等

により近隣市町からの転入者が増加し、社会動態が転入超過となったことが要因である。 

・一方、住民基本台帳に基づく人口は、令和元（2019）年の 11万 3,715人がピークであり、

その後は減少している。これは、コロナ禍の影響等により転入が落ち込み社会減となっ

た令和３（2021）年を除いて、概ね社会増を維持している反面、出生数の減少と死亡者数

の増加による自然動態の減少が拡大していることにより、自然減を社会増でカバーしき

れないためである。 

・ただし、地域ごとの傾向が異なり、松任・鶴来地域では人口が増加し、白山ろく地域で

は、減少が顕著であることから、地域に配慮した対応が必要である。 

・また、少子化・高齢化はさらに進行しており、高齢者の増加に伴う医療・福祉などの対応

が求められている。 

・さらに、20～40歳代の未婚率が上昇して晩婚化の傾向にあり、令和２（2020）年には 45

～49歳の未婚率が男性 23％、女性 13％となり、生涯未婚の人も増加していると推測され

る。また、将来の生産年齢人口を構成する０～14歳をはじめ、15～49歳の階層の女性人

口の減少が見られ、希望する人が結婚・妊娠・出産・育児しやすい環境をさらに充実して

いく必要がある。 

【住民基本台帳に基づく人口等の推移】 

 
出典：住民基本台帳(12月末時点)、国勢調査(10月１日時点)  
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課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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【自然動態の推移】 

 
出典：石川県の人口動態（各年 10月から９月の合計）  

 

【社会動態の推移】 

出典：石川県の人口動態（各年 10月から９月の合計）  

 

【地域別の人口増減比較率の推移】（1985＝1.0とした場合） 

出典：国勢調査  

955
762868

1,297

87 37 -66 -72 -83 -178 -163 -102
-222 -218 -207 -282 -330 -436 -535

-1,000
-750
-500
-250
0
250
500
750
1,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

出生 死亡 自然動態（人） （人）

3,174

3,591
3,320

3,263

-146
26

-264 -160
-403

-133
132

432 509 511

198
312

-86
137

328

-1,000
-800
-600
-400
-200
0
200
400
600
800
1,000

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

転入 転出 社会動態（人） （人）

1.32 1.34

1.01
0.97

1.13 1.18

0.97 0.93

0.69
0.61

0.73
0.66

0.45 0.39

1.00

0.64
0.52

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

松任地域 美川地域 鶴来地域 河内地域

吉野谷地域 鳥越地域 尾口地域 白峰地域

R3(2021)年以外は社会増を維持 

H27(2015) 年 か

ら R2(2020)年に

かけて松任地域

と鶴来地域以外

は減少 



7

白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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【年齢３区分別人口】 

出典：国勢調査 
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この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（３）市民ニーズ（アンケート調査結果） 

①調査概要 

・調査目的 ：令和２（2020）年に策定した「第２期白山市総合戦略」の取組の評価とと

もに、仕事や定住、結婚・出産・子育て環境等に関する市民ニーズ・意見

を把握し、「白山市デジタル田園都市構想総合戦略」策定の基礎的資料と

することを目的として実施した。 

・調査対象 ：白山市在住の 20～39歳の方から無作為抽出した 2,000名 

・調査方法 ：ハガキの郵送による依頼、ＷＥＢフォームによる回答 

・調査期間 ：令和６（2024）年９月 20日（金）～10月７日（月）まで 

・配布・回収：配布数 2,000名、回収数 382名、回収率 19％ 

 
②調査結果  ※Ｒ１は第２期総合戦略策定時の調査、Ｈ２７は第１期総合戦略策定時の調査 
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る」合わせて 67％で、Ｒ１よりやや低くなった。 

・ＳＤＧｓについては、「具体的な内容まで知っている」「内容は知らないが名称は聞い

たことがある」合わせて 92％で、Ｒ１より大幅に高くなっている。 

 

【白山市の住み良さ】             【白山市への愛着】 
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・今後の定住意向は、「住んでいると思う」が 61％で、前回とほぼ同様となっているが、

住み続ける理由としては「生活・住環境が良いから」「買い物が便利だから」などが増

加し、「親や親族が住んでいるから」「災害が少なく安全だから」などが減少している。 

・人口の維持・増加に向けて充実すべき施策としては、「空き家バンク等の住宅情報の提

供体制の整備」「お試し滞在住宅や移住者への住宅助成制度の充実」「温泉やスキー場

などの観光資源を活かした観光イベントの充実」が多く挙げられている。 

【白山市での定住意向と主な理由】 
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本社機能の企業誘致による

新たな雇用の創出

地元大学などへの進学の促進

新規高卒者や大卒者を対象とした

市内企業説明会などの開催

その他

R6(n=382)

R1(n=427)

H27(n=492)

■住み続けると思う理由  

 
■転居・転出すると思う理由 

 
 

9%

3%

19%

23%

33%

47%

23%

16%

5%

5%

4%

2%

33%

14%

4%

33%

13%

12%

2%

30%

24%

19%

33%

35%

9%

4%

4%

5%

2%

30%

17%

6%

53%

10%

15%

2%

30%

15%

18%

29%

17%

4%

1%

3%

3%

3%

32%

18%

7%

55%

15%

0% 20% 40% 60%

自分にあう仕事（職場）があるから

商売や事業経営に便利だから

勤務地（通学）が近いから

交通が便利だから

買い物が便利だから

生活・住環境が良いから

災害が少なく安全だから

医療や福祉面が充実しているから

教育環境が充実しているから

娯楽や余暇を過ごす場が充実しているから

楽しいイベントや行事が多いから

老後の生活に不安がないから

自然が豊かだから

住んでいる人が良いから

家庭の事情等でやむを得ず住んでいる

親や親族が住んでいるから

その他

R6(n=232)

R1(n=263)

H27(n=316)

23%

6%

26%

40%

34%

15%

8%

13%

15%

23%

17%

13%

13%

21%

22%

9%

40%

48%

26%

12%

7%

9%

7%

26%

12%

14%

9%

17%

15%

8%

30%

33%

33%

7%

3%

17%

7%

25%

8%

8%

17%

27%

0% 20% 40% 60%

自分にあう仕事（職場）が市内にないから

商売や事業経営に不利だから

勤務地（通学）が遠いから

交通が不便だから

買い物が不便だから

生活・住環境が悪いから

災害や交通事故などが不安だから

医療や福祉面が不安だから

子どもの教育上の問題から

娯楽や余暇を過ごす場が少ないから

各種の行事等が多すぎてわずらわしいから

老後の生活が不安だから

転居（転出）先に親や親族が住んでいるから

その他

R6(n=53)

R1(n=58)

H27(n=60)

５ポイント以上増加 

５ポイント以上減少 

５ポイント以上増加 

５ポイント以上減少 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  

 

10 

・移住先として選ばれるために最も効果的な施策としては、46％が「子育て支援策を充

実させる」を挙げており、次いで「バスや電車などの公共交通を利用しやすい環境を整

備する」が 17％、「日常の買い物がしやすい住環境を構築する」が 15％となっている。 

・普及したらよいと思われるデジタル技術を活用した施策を選択肢から３つまで挙げる

質問では、「市役所での各種手続きがインターネット上で行えるシステム」が 46％で最

も多く、次いで「町内回覧板に代わるデジタル配信」が 32％、「スマートフォンなどに

よる遠隔診療」が 24％となっている。 

【移住先として選ばれるために最も効果的な施策】 

 

【普及したらよいと思われるデジタル技術を活用した施策（３つまで）】 

 
   

移住（転入）したときに、

奨励金を出す

8%

子育て支援策を充実

させる

46%

介護福祉サービスを

充実させる

2%

特色ある小中学校教育

を充実させる

5%

日常の買い物がしやすい

住環境を構築する

15%

バスや電車などの公共交通を

利用しやすい環境を整備する

17%

移住先は、土地の価格や住環境

で決めるので、奨励金などの市

の施策は、気にならない

5%

(n=382)

10%

8%

15%

8%

24%

20%

8%

46%

2%

32%

21%

12%

6%

9%

15%

20%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

子どもたちにＡＩ（人工知能）技術を紹介する教育

ｅスポーツを実践できる環境の整備

外国人と交流しやすい多言語翻訳

ドローンを活用した買い物支援

スマートフォンなどによる遠隔診療

白山市内でのみ使える地域デジタル通貨・ポイント

制度

３Ｄを活用した災害リスクの可視化やＶＲ（仮想現

実）による避難シミュレーション

市役所での各種手続きがインターネット上で行える

システム

文化財等のデジタルアーカイブ化（パソコン等で見

ることができる環境整備）

町内回覧板に代わるデジタル配信

子どもや高齢者のＧＰＳを活用した見守り

市役所窓口の混雑状況や予想待ち時間をスマート

フォンで確認できるシステム

高齢者向けの特殊詐欺被害防止

予約に応じてＡＩが効率的な運行ルートで配車する

デマンド交通

空き家や賃貸物件を探せるアプリ

市内の小中学校から保護者向けに出される学校だよ

りなどのオンライン提供

その他
R6(n=382)
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「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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２）次期総合戦略に向けた背景 

（１）国及び県の動向 

令和４（2022）年 12月に、国の第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が改訂され、

令和５（2023）年度を初年度とする５か年の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が策定

された。この総合戦略では、デジタル田園都市国家構想が目指すべき中長期的な方向、達

成すべき重要業績評価指標（ＫＰＩ）、構想の実現に必要な施策の内容やロードマップ等が

示されている。国は、地方公共団体が、地域の実情に応じ、自主的・主体的にデジタル実装

を通じた社会課題の解決に取り組めるよう、デジタル実装に向けた各府省庁の施策の推進

に加え、新しい地方経済・生活環境創生交付金（令和６（2024）年度までは、デジタル田園

都市国家構想交付金）や地方財政措置等を通じて、分野横断的な支援を行うとしている。 

【デジタル田園都市国家構想総合戦略（令和 4(2022).12 閣議決定、令和 5(2023).12 改訂）の全体像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◇「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。 

◇デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、各地域の優良事例の横展開を加速化する。 

◇これまでの地方創生の取組についても、改善を加えながら推進する。 

地方の社会課題解決 

① 地方に仕事をつくる 

中小・中堅企業 DX、地域の良質な雇用の

創出等、スマート農業、観光 DX 等 

② 人の流れをつくる 

移住の推進、関係人口の創出・拡大、地方

大学・高校の魅力向上 等 

③ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

結婚・出産・子育ての支援、少子化対策の

推進 等 

④ 魅力的な地域をつくる 

地域生活圏、教育 DX、医療・介護 DX、地

域交通・物流・インフラ DX、防災 DX 等 

政策間連携・施策間連携・地域間連携の推進 

政策間連携 

デジタル行財政改革会議における議論の進展や、「デジタル行財政改革中間とりまとめ」な

ども踏まえつつ、規制改革をはじめとする政策と連携しながら、一体的に推進 等 

施策間連携 

各省による重点支援や地方支分部局の活用等による伴走型支援等を通じて、地域が目指す将

来像の実現を支援 等 

地域間連携 

自治体間連携の枠組みにおけるデジタル活用の取組を促進 等 

施策の方向 

国によるデジタル実装の基礎条件整備 

① デジタル基盤の整備 

デジタルインフラの整備、デジタル

ライフライン全国総合整備計画、マ

イナンバーカードの普及促進・利活

用拡大 等 

② デジタル人材の育成・確保 

デジタル人材育成プラットフォーム

の構築、職業訓練のデジタル分野の

重点化、高等教育機関等におけるデ

ジタル人材の育成 等 

③ 誰一人取り残されないための取組 

デジタル推進委員の展開、 

デジタル共生社会の実現 等 

基本的考え方 
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この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力
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する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直
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ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  

白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

13 

 

（２）人口の将来展望 

平成 27（2015）年に策定した白山市人口ビジョンでは、国立社会保障・人口問題研究所

（以下「社人研」という。）の推計を基本としながら、国における出生率の上昇に向けた取

組に加え、本市においては人口減少の抑制を目指し、企業誘致や土地区画整理事業の促進、

移住・定住施策の推進など、各種施策・事業を推進することで令和 42（2060）年に人口を

10万人確保することを目標としている。 

人口は、最新の国勢調査（令和２（2020）年）の結果では、当初の白山市人口ビジョンの

推計を上回るものの、第２期総合戦略の予測を若干下回る人口（人口ビジョン予測：109,534

人、第２期総合戦略予測：110,752人、実績：110,408人）となっている。第１期総合戦略

等の取組により人口は増加傾向となったが、コロナ禍（令和２（2020）年以降）では自然動

態の減少が顕著となり、社会動態もそれ以前に比べて増加に陰りが見えつつある（Ｐ５-６

参照）。 

このような状況を踏まえると、現時点において、令和 42（2060）年には、当初の人口ビ

ジョンや第２期総合戦略とほぼ同程度の人口（99,930人）が予測されることから、当初の

目標通り人口 10万人の確保を目指しながら、計画期間の終期となる令和９（2027）年度末

には、11万人を確保していくこととする。 

【人口の中長期的な将来展望】 

 

108,103

105,485

102,574

99,514

110,019

106,934

103,624

99,742

108,989

106,162

103,148

99,930

110,459

109,287

110,408

106,740

101,022

94,292

86,607
85,000

90,000

95,000

100,000

105,000

110,000

115,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

白山市人口ビジョンの推計（2010年） 第２期総合戦略の推計（2015年）
第３期総合戦略の推計（2020年） 社人研に準拠した推計（2020年）（人）

H22              H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42

計画期間 

（2025（R7） 

 ～2027（R9）） 

108,108 

１０９，６３８ 

白山市人口ビジョンの推計（2010年）                         第２期総合戦略の推計（2015年） 

国勢調査（～2020年）、社人研に準拠した推計（2025年～）          第３期総合戦略の推計（2020年） 



14

白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  

 

14 

 

なお、前述の推計については下記の条件を基に行っており、「出生に関する仮定」は最近

の出生の状況を踏まえつつ、国のまち・ひと・しごと創生長期ビジョンで目指す目標値を

達成するよう条件を設定した。また、「移動に関する仮定」は、前述の通り最近の社会動態

は転入超過が続いており、今後も同様な傾向が続くように本計画の取組を進めることを踏

まえ設定した。 

【将来人口推計の仮定値】 

出生に関する 

仮定 

・合計特殊出生率を令和 22(2040)年に 1.8※１、令和 42(2060)年に 2.07※２に設定 

※１ 国民希望出生率、※２ 人口置換水準：人口を長期的に一定に保てる水準 

死亡に関する 

仮定 

・社人研推計と同様※３に設定 

※３ 55～59歳→60～64歳以下では、全国と都道府県の平成 27(2015)年→令和２

(2020)年の生残率の比から算出される生残率を都道府県内市町村に対して

一律に適用。60～64 歳→65～69 歳以上では、上述に加えて、都道府県と市

区町村の平成 12(2000)年→令和２(2020)年の生残率の比から算出される生

残率を市区町村別に適用 

移動に関する 

仮定 

・社人研推計を基本※４としつつ、若年ファミリー世帯※５の積極的な転出抑制及

び転入促進施策により社会動態をプラス※６に設定 

※４ 原則として、平成 27(2015)年～令和２(2020)年の国勢調査（実績）等に基づいて算出

された移動率が、令和 32(2050)年以降継続すると仮定 

※５ 20歳代、30歳代の夫婦（２人）と 15歳未満の子ども（１人）の３人世帯と仮定 

※６ 令和７(2025)年以降は、直近５年（令和元(2019)～令和５(2023)年）の社会動態の実

績（平均＋178人/年）を踏まえ、＋175人/年の転入超過と設定 

【目標年次 令和９（202７）年の人口】 

     目標年次    

基
準
年 

推計方法※ 
平成 27 

(2015)年 

令和２ 

(2020)年 

令和７ 

(2025)年 

令和９ 

(2027)年 

令和 12 

(2030)年 

令和 22 

(2040)年 

令和 42 

(2060)年 

平成 

27 

((22001155))

年 

社人研に準拠した推計 

109,287 
（実績値） 

107,462 104,848 - 101,662 93,734 76,074 

【国】まち・ひと・しごと創生長期 

   ビジョンに基づく推計 
107,492 105,242 - 102,670 96,760 83,640 

【市】第２期総合戦略の推計 110,752 110,986 - 110,019 106,934 99,742 

令和 

２ 

((22002200))

年 

社人研に準拠した推計 

110,408 
（実績値） 

109,020 108,108 106,740 101,022 86,607 

【国】まち・ひと・しごと創生長期 

   ビジョンに基づく推計 
109,308 108,587 107,506 103,453 92,804 

【市】第３期総合戦略の推計 110,070 109,638 108,989 106,162 99,930 

※ 【国】まち・ひと・しごと創生長期ビジョンに基づく推計 ： 社人研に準拠した推計のうち「出生に関する仮定」を 

     上記に変更（それ以外は社人研に準拠） 

   【市】第３期総合戦略の推計 ： 【国】まち・ひと・しごと創生長期ビジョンに基づく推計のうち「移動に関する仮定」 

     を上記に変更（「死亡に関する仮定」は社人研に準拠） 

  

(単位：人) 
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狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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【人口の推移と推計人口 】 
                                                                    （単位：人） 

区分 
令和２年 

(2020) 

令和７年 

(２０25) 

令和 12年 

(２０30) 

令和１７年 

(２０35) 

令和２２年 

 (２０40) 

令和２７年 

(２０45) 

令和３２年 

(２０50) 

令和３７年 

(２０55) 

令和４２年 

(２０60) 

合計 110,408  110,070  108,989  107,670  106,162  104,591  103,148  101,599  99,930  
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5～9歳 5,078  4,941  4,578  4,648  4,751  4,886  4,924  4,840  4,705  

10～14歳 5,513  5,238  5,096  4,727  4,801  4,910  5,046  5,084  4,999  

15～19歳 5,555  5,294  5,032  4,886  4,534  4,605  4,707  4,835  4,871  

20～24歳 4,894  4,781  4,556  4,319  4,161  3,849  3,910  3,997  4,105  

25～29歳 4,808  5,348  5,192  4,993  4,759  4,538  4,199  4,263  4,354  

30～34歳 5,613  5,305  5,753  5,662  5,490  5,256  4,990  4,627  4,696  

35～39歳 6,476  6,074  5,720  6,195  6,133  5,974  5,747  5,464  5,077  

40～44歳 7,688  6,718  6,293  5,938  6,438  6,392  6,243  6,011  5,722  

45～49歳 8,890  7,595  6,622  6,205  5,856  6,362  6,327  6,179  5,950  

50～54歳 7,164  8,790  7,501  6,541  6,127  5,794  6,297  6,262  6,117  

55～59歳 6,381  7,105  8,694  7,422  6,475  6,067  5,751  6,250  6,215  

60～64歳 6,739  6,314  7,027  8,615  7,357  6,422  6,022  5,708  6,203  

65～69歳 7,606  6,525  6,123  6,827  8,388  7,168  6,261  5,871  5,564  

70～74歳 8,810  7,233  6,200  5,836  6,520  8,029  6,871  6,002  5,627  
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＜年齢４階級別人口＞                                                             （単位：人） 
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15～64歳 64,208  63,324  62,390  60,776  57,330  55,259  54,193  53,596  53,310  

65～74歳 16,416  13,758  12,323  12,663  14,908  15,197  13,132  11,873  11,191  

75歳以上 14,606  18,568  20,310  20,480  19,868  19,802  21,395  21,875  21,353  

＜年齢４階級別人口割合＞ 

0～14歳 13.7% 13.1% 12.8% 12.8% 13.2% 13.7% 14.0% 14.0% 14.1% 

15～64歳 58.2% 57.5% 57.2% 56.4% 54.0% 52.8% 52.5% 52.8% 53.3% 

65～74歳 14.9% 12.5% 11.3% 11.8% 14.0% 14.5% 12.7% 11.7% 11.2% 

75歳以上 13.2% 16.9% 18.6% 19.0% 18.7% 18.9% 20.7% 21.5% 21.4% 

※ 四捨五入により、各年齢階級の合計が 100％にならない。 
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1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（３）次期総合戦略への反映 

観光・交流など、コロナ禍の影響等による伸び悩みが見られる分野はあるものの、市内

従業者数や住み良いと感じる市民の増加など、第２期総合戦略の効果は着実に表れてきて

いる。そのため、基本目標や施策の基本的方向は概ね維持しながら、国・県の戦略や本市の

上位関連計画（第２次白山市総合計画、白山市ＳＤＧｓ未来都市計画等）なども反映し、 

次期総合戦略では、下記の視点に立ち、継続的に取り組む。 

 

〔子育て・教育〕 

  結婚から妊娠・出産・子育てに至るまで、切れ目なくサポートすることにより、安

心して子どもを産み、育てることができる環境を整え、本市への定着を図る。また、

本市の将来を担う人材の育成を図るとともに、生涯に渡り、活躍できるよう社会教育

の充実にも努めていく。 

 

〔観光・交流〕 

  白山から日本海まで、さらに手取川を中心とした扇状地をも有する本市には、雄

大で豊かな自然があり、それらに育まれた歴史や文化、生活様式も根付いており、令

和５（2023）年５月に市全域がユネスコから世界ジオパークの認定を受けたことによ

り、それらの地域資源を基に、さらなる観光誘客や交流人口の拡大を図る。また、引

き続き産業分野と連携することにより観光に結び付けるとともに、外国人の誘客や

交流活動の強化、本市とのつながりを高める関係人口の拡大にも取り組む。 

 

〔仕事･雇用〕 

  雇用の確保に向け、引き続き工業団地の造成を図り、企業誘致に努めるほか、若年

層や女性の勤労者が本市において定住に結び付くような就業環境を整え、中小企業

におけるＤＸの推進や労働環境の向上などを通して多様な働き方の推進にも取り組

む。また、良質な農地を背景とした基幹産業である農業や他業種にわたり盛んなもの

づくり産業の分野においても、高い付加価値が地域内外での経済循環を生み出す仕

組みを構築する。 

 

〔都市・地域〕 

  市民が本市に愛着を持ち、市内のどこにおいても安心して住み続けられる持続可

能なまちの形成を目指し、地域防災力の強化、地域インフラの維持など、安全・安心

な地域環境のさらなる向上を図る。また、地域ごとに異なる課題の解決に向け、コミ

ュニティの向上に向けた市民との協働によるまちづくりやデジタル力の活用による

行政サービスの利便性向上の取組も推進する。 
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３ デジタル田園都市構想総合戦略 

１）地域ビジョン 

白山市が誇る宝 人・白山の魅力を次世代につなぐ 
-白山手取川ユネスコ世界ジオパークの魅力があふれるまちを目指して- 

本市は、１市２町５村が合併して誕生した県下最大の面積を有する自治体であり、地域

ごとに多様な歴史・文化的資源を有している。こうした資源は、何世代にもわたり連綿と

受け継がれてきたものであり、その担い手としての「人」は、本市の宝である。 

本市の地域で多様な歴史・文化的資源が生み出された最大の素地は、標高 2,702ｍの白山

周辺に降った雨雪が手取川となり、その川の流れによって強固な手取川扇状地が形成され、

その地下に流れる豊富な伏流水とともに大地を潤すことで形成される豊かな自然環境とそ

の恵みにある。 

このように、ユネスコ世界ジオパークに認定された白山手取川ジオパークは、本市の宝

によってもたらされた恵みの結晶といえる。 

新たな総合戦略では、本市の宝を柱とした地域の魅力を最大限に保全・活用することに

より、次世代を担う子を育てやすく、安心して住み続けられる持続可能なまちを目指す。 

なお、総合戦略の推進にあたっては、ＳＤＧｓの理念に沿って、市民

や地域団体、ＮＰＯ、企業などの多様な主体と連携・分担を行い、社会・

経済・環境に関わる様々な課題を、総合的な視点をもって解決する。 

 

 

 

【ＳＤＧｓ（１７の目標）の視点に基づく総合戦略の施策体系】 

基本目標 

ＳＤＧｓ（17の目標） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 
貧
困 

飢
餓 

保
健 

教
育 

ジ
ェ
ン
ダ
ー 

水
・
衛
生 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

成
長
・
雇
用 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン 

不
平
等 

都
市 

生
産
・
消
費 

気
候
変
動 

海
洋
資
源 

陸
上
資
源 

平
和 

実
施
手
段 

１ 子育て･教育 ● ● ● ● ●     ● ●     ● ● 

２ 観光･交流        ●  ● ● ●  ● ●   

３ 仕事･雇用 ● ●  ● ●   ● ● ●  ●  ● ●  ● 

４ 都市･地域    ● ● ● ●  ● ● ●  ●  ●  ● 
  

【国連 SDGs カラーホイール】 
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便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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２）基本目標・成果指標及び基本的方向 
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良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 
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「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 
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り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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赤ちゃんおむつクーポン 

 
学校図書館司書を全校配置 

 

成果指標 

出会いの場から妊娠・出産・子育てまで切れ目のないサポートを推進するとともに、多
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電子図書館タイトル数 4,216  4,500  
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施策の基本的方向 
 

（１）妊娠・出産・子育てにおける切れ目のない支援の充実 

出会いの場の創出などにより、結婚を希望する人の非婚化、晩婚化の解消を図るとと

もに、妊娠・出産に向けた支援や、育児に対する不安の解消や多様なニーズに応えた子育

て支援などにより、安心して産み育てられる環境づくりを推進し、出生数の増加を図る。 

 

（２）医療・福祉の充実と健康づくりの推進 

どの地域に暮らしても安心して医療が受けられる体制を整備するとともに、本市の豊

かな食などを活かした健康づくりや地域で支え合う体制を構築することにより、誰もが

住み慣れた場所で、安心して、健康に暮らし続けられる地域づくりを推進する。 

 

（３）誰もが安心して活躍できる環境の充実 

育児・介護休業の取得促進や職場復帰しやすい環境づくりなど、柔軟な働き方の普及

等を通じて、男女ともに働きやすい環境を創出するとともに、中高年者や障害者を含め、

誰もが安心して生活し、活躍できる社会づくりを推進する。 

 

（４）子どもから高齢者まで生涯学び続けられる教育環境の充実 

豊かな自然・文化などの体験や、安心して学べる環境の整備、生涯学習やリスキリング※

の推進を図り、本市を担う人材を育成するとともに、市民が本市の魅力を理解すること

により、郷土への愛着や地域との絆
きずな

を醸成する。 

※リスキリング：新しい環境に適応するために必要なスキルを習得すること。 
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※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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基本目標 

２ 

白山手取川ジオパークの豊かな自然と 

歴史・文化を活かした「観光・交流」創生 
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わいや活力を創出する必要がある。 

このため、本市の魅力をさらに磨きつなぎ合わせて、白山ブランドの確立を図るととも

に、デジタル技術の活用などにより、市内外の人を惹
ひ

きつける魅力の発信及び受け入れ態

勢を強化し、外国人を含め市外からの観光誘客や移住などにより、交流人口のみならず、

関係人口の拡大を図り、市内での循環（市内の回遊、地域間の交流など）を促進すること
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ユネスコ世界ジオパークの認定 

 
トレインパーク白山 

 
成果指標 

本市の豊かな自然や歴史・文化などの魅力を活かし、白山ブランドを確立するとともに、
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３年間で 
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１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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施策の基本的方向 
 

（１）観光資源の魅力の発信と受入態勢の強化 

デジタル技術を活用するなどして、白山手取川ユネスコ世界ジオパークをはじめとす

る多様な地域の観光資源の魅力を向上させるコンテンツ作りや観光誘客に取り組むとと

もに、地域の実情に応じた観光地域づくりを推進する観点から、観光地域づくり法人（Ｄ

ＭＯ）と連携して、着地整備の取組を行った地域や事業者の魅力発信、プロモーションを

推進する。 

 

（２）山・川・まち・海の魅力を活かした交流人口※の拡大 

白山・手取川・日本海の豊かな自然や歴史・伝統・文化のほか、道の駅やスキー場、温

泉施設、鉄道等の様々な地域資源を活かしたイベントの開催や観光・交流拠点の整備等

により、地域の魅力をさらに高め、交流人口の拡大を図る。 

※交流人口：その地域を訪れる人の数。 
 

（３）外部人材による賑わい創出に向けた関係人口の拡大 

本市の出身者をはじめ様々な縁のある方とのつながりを継続的に確保し、関係を強化

するとともに、大学や民間企業等の様々なネットワークを活かし、大都市圏や訪日外国

人など地域外の方との新たなつながりを築くことにより、賑わい創出に向けた新たな担

い手の確保、関係人口の拡大を図る。 

 

（４）産学官金労言等の連携による地域活性化の推進 

地元の大学等へ進学し、卒業生が市内企業に就職することで、若者の定着を図るとと

もに、地域の人々や産学官金労言等のステークホルダーとなる企業・団体と連携し、交流

の活発化やネットワークの拡大などを進めることで、地域の課題解決や経済の発展を図

る。 

 

（５）移住・定住を支える事業・制度の充実 

空き家など良好な既存ストックの活用促進や新たな住宅地の整備に取り組むとともに、

移住・定住を支援する仕組みの充実や移住体験などのきっかけづくりなどにより、移住・

定住を促進する。   
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１ 総合戦略の位置づけと役割 
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歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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基本目標 

３ 
商工業の集積と農林水産資源を活かした 

「仕事・雇用」創生 
  

本市は、県内で上位となる工業従業者数や製造品出荷額を有しており、女性の就業率は

県内最高水準を誇る一方、大学進学等により 10 代後半～20 代前半の若い世代の転出が顕

著で、全国的な生産年齢人口の減少もあり、企業の人手不足が懸念されている。就職を機

にふるさと白山で豊かな生活を送りたい人々の希望を実現するとともに、企業の人手不足

解消のためにも、多様かつ安定した雇用の場の確保が必要である。また、本市は、白山や日

本海の恩恵を受けた豊かな水と農林水産資源を有し、醸造をはじめとした伝統的な発酵食

品文化がある。 

このため、既存の産業基盤を活かしつつ、企業におけるＩＣＴ化の推進など市内企業の

振興を図るとともに、企業誘致や多様な働き方の推進に取り組む。また、商店街の活性化

や、農林水産資源及び伝統産業を活かした６次産業化やブランド化、スマート農業やオー

ガニックビレッジ※の推進などにより、地域内外での経済循環を生み出す仕組みを構築する

ことで、新しい「しごと」（雇用）の場と安心して働ける環境の創出を図り、若者や女性か

ら居住地として選ばれやすいまちを目指す。 

※オーガニックビレッジ：有機農業の生産から消費まで一貫して地域ぐるみで取り組む市町村のこと。 
 

 
本市に立地する工業団地 

 
新たに開発された商品 

 
 成果指標 

魅力ある農林水産業や商工業の振興を図るとともに、多様で付加価値の高い産業の集積

や新たな産業の創出・人材還流を見据えた企業誘致の推進などの各種施策の展開により、

市民の働く場を確保し、市内従業者数の増加を目指すとともに、女性の社会進出を支援す

る。 

 

成 果 指 標 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

市内従業者数 57,952 人（Ｒ３） 60,000 人（Ｒ８） 

女性の就業率 54.5％（Ｒ２） 55.5％（Ｒ７） 
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施策の基本的方向 

 

（１）白山の恵みである農林水産資源を活かした仕事の充実・創造 

本市には白山の恵みを受けた「山の幸」「海の幸」だけでなく、それらを活かした白山

菊酒や酢、豆腐、ふぐの糠
ぬか
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1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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基本目標 
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白峰の町並み 
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 成果指標 
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 施策の基本的方向 

（１）生活基盤の充実と持続可能な社会の推進 

交通安全と防犯の向上を図るとともに、公共交通の利便性を高め、社会インフラをは

じめとした既存ストックの計画的な更新などにより、安全で暮らしやすい生活環境づく

りを推進し、定住人口の増加を図る。また、ゼロカーボンの推進やデジタル技術の活用に

より、持続可能な社会を目指す。 

 

（２）地域の防災力向上に資する取組の推進 

これまでの災害の教訓を活かし、災害に対する十分な備えと緊急時に的確に対応でき

る体制を構築するとともに、デジタル技術の活用による情報発信を強化し、自助・共助・

公助の役割に基づく地域における防災力を高め、市民の生命や財産を守る。 

 

（３）魅力と愛着のある地域づくりの推進 

特色ある文化・景観などを活かした取組やそれぞれの長所を活かした広域的な連携を

進め、魅力ある地域づくりを進める。また、コミュニティを支える人材の育成や市民が主

体的に地域課題の解決に取り組める環境の整備など、地域に対する誇りや愛着（シビッ

クプライド）を醸成し転出者の縮減を図るとともに、市民が誇りをもって暮らせる地域

づくりを推進する。 

 

（４）白山ろく地域の活性化 

白山ろく地域では、人口減少や少子化・高齢化が顕著に進行しており、産学官民の連携

により、農林業や観光産業など地域資源を活かした産業の振興や魅力の発信に取り組む

とともに、日常生活における安全・安心な地域環境の維持・充実などにより、移住・定住

の促進を図る。 

 
   



27

白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  

白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

27 

３）具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 

基本目標 

１ 

安心して子どもを産み育て生涯活躍できる 

「子育て・教育」創生 
 

（１） 妊娠･出産･子育てにおける切れ目のない支援の充実 

 

①出会いの場の創出 

・様々な出会いの場の提供などにより、結婚に対する意識高揚を図り、非婚化・晩婚化の

抑制に努める。 

取 組 内 容 

○婚活イベントやセミナー等の開催による出会いの場の提供 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

婚活イベントでのカップル成立数 5 件 10 件 
 

②妊娠・出産に向けた支援の充実 

・妊娠から産前・産後まで、母子ともに健やかに過ごせるような支援を充実させるととも

に、不妊・不育治療への支援の充実により、子どもを産みやすい環境づくりを推進する。 

取 組 内 容 

○妊産婦や乳幼児の健診受診の促進 
○産前・産後の支援 
○不妊治療に対する支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

不妊治療費助成事業の利用件数 170 件 210 件 

 

③子育て環境の充実 

・保育の多機能化や、子育てに関する経済的な負担の軽減など、幅広い支援体制の充実を

図ることで、子育てがしやすい環境づくりを推進する。 

取 組 内 容 

○休日小児医療の診療体制の充実 

○多様な子育てサービスの充実 

○子育てに関する経済的負担の軽減 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

一時保育の延べ利用児童数 1,732 人 2,500 人 
  

１．安心して子どもを産み育て生涯活躍できる「子育て・教育」創生 
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④地域ぐるみで行う子育てへの支援 

・育児に関する相談体制の確保による支援を充実するとともに、三世代の同居の促進によ

り、子育て中の親の孤独感や不安感の解消を図る。 

取 組 内 容 

○子育てに関する相談体制の確保 

○地域子ども・子育て事業の推進 

○三世代同居の支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

子育てひろばの延べ利用数 47,085 人 44,481 人 
 
⑤デジタル技術を活用した子育て支援 

・核家族化が進む中で、子育て世代が子育てに関する情報入手や情報交換をしやすくする

ため、アプリ等の活用を推進する。 

取 組 内 容 

○広域子育てアプリの活用 

○子育て支援アプリによる効果的な情報提供 

○小児予防接種のデジタル化 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

小児予防接種デジタル予診票の利用率 ― 65 ％ 
 

  



28

白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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④地域ぐるみで行う子育てへの支援 

・育児に関する相談体制の確保による支援を充実するとともに、三世代の同居の促進によ

り、子育て中の親の孤独感や不安感の解消を図る。 

取 組 内 容 

○子育てに関する相談体制の確保 

○地域子ども・子育て事業の推進 

○三世代同居の支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

子育てひろばの延べ利用数 47,085 人 44,481 人 
 
⑤デジタル技術を活用した子育て支援 

・核家族化が進む中で、子育て世代が子育てに関する情報入手や情報交換をしやすくする

ため、アプリ等の活用を推進する。 

取 組 内 容 

○広域子育てアプリの活用 

○子育て支援アプリによる効果的な情報提供 

○小児予防接種のデジタル化 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

小児予防接種デジタル予診票の利用率 ― 65 ％ 
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1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（２） 医療・福祉の充実と健康づくりの推進 

 

①医療体制の充実 

・医療機関の受診が困難な方の適切な医療を確保するとともに、夜間や祝休日等でも診察

を受けられる医療環境の充実を図る。 

取 組 内 容 

○地域医療体制の充実 

○緊急医療体制の充実 

○広域による夜間小児科診療の充実 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

公共施設に設置されたＡＥＤの台数 191 台 200 台 
 

②健康寿命の延伸 

・生活習慣病の早期発見及び保健指導による生活習慣の改善並びに生涯スポーツ、健康生

活支援企業との連携や食を通じた健康づくり、データ分析による身体機能の維持改善に

より、健康寿命の延伸を図る。 

・元気なうちから様々な社会活動への参加や、ウオーキング・トレーニング機器等を用い

た健康づくり、介護予防体操等に取り組むことで、介護予防の推進を図る。 

取 組 内 容 

○各種検診や保健指導の充実 

○食を通じた健康づくりの推進 

○介護予防の推進 

○健康生活支援企業との連携 

○ウオーキングなど日常的な運動を通じた健康づくりの推進 

○生涯スポーツの実践やトレーニング機器等を活用した健康づくりの推進 

○認知機能チェックと運動プログラムを連携させた認知症予防の取組の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

特定健診の受診率 46.5 ％ 62.5 ％  
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④地域ぐるみで行う子育てへの支援 

・育児に関する相談体制の確保による支援を充実するとともに、三世代の同居の促進によ

り、子育て中の親の孤独感や不安感の解消を図る。 

取 組 内 容 

○子育てに関する相談体制の確保 

○地域子ども・子育て事業の推進 

○三世代同居の支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

子育てひろばの延べ利用数 47,085 人 44,481 人 
 
⑤デジタル技術を活用した子育て支援 

・核家族化が進む中で、子育て世代が子育てに関する情報入手や情報交換をしやすくする

ため、アプリ等の活用を推進する。 

取 組 内 容 

○広域子育てアプリの活用 

○子育て支援アプリによる効果的な情報提供 

○小児予防接種のデジタル化 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

小児予防接種デジタル予診票の利用率 ― 65 ％ 
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1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（３） 誰もが安心して活躍できる環境の充実 

 

①仕事と家庭の両立への支援 

・多様なニーズに対応した保育サービスや放課後児童クラブの運営の充実を図るとともに、

ワーク・ライフ・バランスに積極的な取組を行う企業の表彰や、経営者への意識啓発に

より働き方の改善を促進することで、仕事と家庭の両立を支援する。 

取 組 内 容 

○育児・介護休業や職場復帰等がしやすい環境づくりの促進 

○ワーク・ライフ・バランスに積極的に取り組む事業所の促進 

○経営者への意識啓発 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

延長保育の延べ利用児童数 11,564 人 20,000 人 

 

②共生のまちづくりの推進 

・全ての市民が障害の有無にかかわらず、人格と個性を尊重し、共に生きる環境づくりに

向け、コミュニケーション手段の普及啓発や就労への理解促進に取り組む。 

取 組 内 容 

○コミュニケーション手段の普及啓発 

○障害者等の就労に関する理解促進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

講座を通じてコミュニケーション手段への理解が

進んだ受講者の割合 
― 60 ％ 

 

③インクルーシブな社会の実現 

・女性をはじめ、中高年者や障害者など、誰もが安心して活躍できる環境や支援体制を充

実する。 

取 組 内 容 

○保育や教育における相談、支援体制の充実 

○女性の社会参加と活躍できる環境整備への支援 

○審議会等の女性参画の推進 

○高齢者や障害者が安心して生活できる社会づくり 

○高齢者が生きがいを持ち活躍できる場の充実 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

審議会等の女性登用率 31.6 ％ 35.0 ％ 
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1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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④地域で支え合う体制づくり 

・地域包括ケアシステムの推進やデジタル技術を活用した見守りなどにより、住み慣れた

場所で、安心して暮らし続けられる福祉体制の充実を図る。 

取 組 内 容 

○福祉団体活動の充実 

○地域包括ケアシステムの推進に向けた取組の充実 

○デジタル技術を活用した見守りの推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

地域ケア会議の開催回数 48 回 55 回 
 
  

１．安心して子どもを産み育て生涯活躍できる「子育て・教育」創生 
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④地域ぐるみで行う子育てへの支援 

・育児に関する相談体制の確保による支援を充実するとともに、三世代の同居の促進によ

り、子育て中の親の孤独感や不安感の解消を図る。 

取 組 内 容 

○子育てに関する相談体制の確保 

○地域子ども・子育て事業の推進 

○三世代同居の支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

子育てひろばの延べ利用数 47,085 人 44,481 人 
 
⑤デジタル技術を活用した子育て支援 

・核家族化が進む中で、子育て世代が子育てに関する情報入手や情報交換をしやすくする

ため、アプリ等の活用を推進する。 

取 組 内 容 

○広域子育てアプリの活用 

○子育て支援アプリによる効果的な情報提供 

○小児予防接種のデジタル化 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

小児予防接種デジタル予診票の利用率 ― 65 ％ 
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市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生
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令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（４） 子どもから高齢者まで生涯学び続けられる教育環境の充実 
 

①郷土愛・健康な心と体を育む教育の推進 

・食育や情操教育を推進するとともに、新聞を活用した授業や、豊かな自然や文化に触れ

る体験活動など、本市独自の教育活動等を通じ、郷土を思う意識や愛着を深める教育を

推進する。 

・スポーツに親しめる環境づくりなどにより、健康を維持・向上する体力づくりを推奨す

る。 

取 組 内 容 

○地産地消による食育の推進 

○情操豊かで互いに思いやる心の育成 
○新聞を活用した学校教育の推進 
○白山手取川ユネスコ世界ジオパークを活用した学習の推進 
○野外体験活動の機会増加の推進 
○市内高等学校の魅力アップ支援 
○地域の文化や自然への理解を深める体験活動の推進 
○スポーツに親しめる環境づくり及びジュニア競技の育成・強化の推進 
○スポーツ施設の整備及び活用 
○中学校部活動の指導員の確保及び団体や地域等との連携 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

スポーツ施設の延べ利用者数 859,226 人 1,050,000 人 

 

②誰もが安心して学べる環境の整備 

・経済的な理由や通学が困難な地域の児童・生徒等に対する各種支援や学習環境の充実を

図るとともに、パソコン配備によるＩＣＴ化など、誰もが安心して学べる環境づくりを

推進する。 

取 組 内 容 

○学習環境に対するきめ細かい支援（少人数教育の推進・外国語教育の充実等） 

○小中学校のＩＣＴ化の推進 

○教育の経済的負担に対する各種支援 

○遠距離通学者への支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

「学校に行くのは楽しい」と回答した児童生徒の

割合 

小学校 85.4 ％  

中学校 85.4 ％ 

小学校 90 ％ 

中学校 90 ％ 

 

  



33

白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白
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ことを目指している。 
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③生涯学習・リスキリングの推進 

・様々な生活環境や地域に根差した歴史や文化があり、そこに暮らす子どもから高齢者ま

での各世代のニーズに応じた生涯学習を推進する。 

取 組 内 容 

○学習機会の充実 
○生涯学習ネットワークの構築 
○図書館サービスの充実 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

図書館の延べ利用人数 390,361 人 400,000 人 

 
 

１．安心して子どもを産み育て生涯活躍できる「子育て・教育」創生 
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④地域ぐるみで行う子育てへの支援 

・育児に関する相談体制の確保による支援を充実するとともに、三世代の同居の促進によ

り、子育て中の親の孤独感や不安感の解消を図る。 

取 組 内 容 

○子育てに関する相談体制の確保 

○地域子ども・子育て事業の推進 

○三世代同居の支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

子育てひろばの延べ利用数 47,085 人 44,481 人 
 
⑤デジタル技術を活用した子育て支援 

・核家族化が進む中で、子育て世代が子育てに関する情報入手や情報交換をしやすくする

ため、アプリ等の活用を推進する。 

取 組 内 容 

○広域子育てアプリの活用 

○子育て支援アプリによる効果的な情報提供 

○小児予防接種のデジタル化 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

小児予防接種デジタル予診票の利用率 ― 65 ％ 
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国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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基本目標 

２ 

白山手取川ジオパークの豊かな自然と歴史・文化を 

活かした「観光・交流」創生 
 

（１） 観光資源の魅力の発信と受入態勢の強化 

 

①白山手取川ユネスコ世界ジオパーク及び白山ユネスコエコパークの観光資源を活用した観光誘客 

・国立公園白山や白山手取川ユネスコ世界ジオパーク、白山ユネスコエコパークを保護し

つつ、観光資源として活用するため、生態系の保全と持続可能な利活用の調和に配慮し

て受入環境の充実を図るとともに、環白山地域と連携して、コンテンツづくりや情報発

信に取り組む。 

取 組 内 容 

○白山手取川ジオパークの自然、文化、歴史の活用 

○国立公園白山と周辺観光地域が連動した観光地づくりの推進 

○観光文化拠点施設の整備などを通じた受入環境の充実 

○特色ある食のコンテンツの充実 

○国内、国外への観光情報の発信 

○質の高い観光ガイド等の人材育成 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

着地型旅行商品の利用者数 2,529 人 3,500 人 

 

②白山総合車両所や企業等を活用した産業観光の推進 

・周辺市町と連携し、白山総合車両所の最先端の技術や周辺企業のものづくりの魅力、伝

統産業や産業遺産などを観光資源とした産業観光の推進を図る。 

取 組 内 容 

○能美市、野々市市、川北町の観光資源と連携した観光誘客の推進 

○ものづくり産業の観光客受入態勢の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

産業観光に関する着地型旅行商品の利用者数 135 人 300 人 
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する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直
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もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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③観光消費拡大等に向けた情報発信、受入環境の整備 

・観光消費拡大に向け、インバウンド※を含めた観光客に向けた情報発信や受入態勢の整

備・強化を図る。 

取 組 内 容 

○キャッシュレス対応、多言語対応、無料 Wi-Fi等の整備 

○外国人対応の観光案内所、公衆トイレ等の機能強化 

○二次交通の維持・充実 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

外国人宿泊客数 1,853 人 4,000 人 

はくさん定期観光バス利用促進クーポンの使用枚数 1,072 枚 1,200 枚 

※インバウンド：外国人の訪日旅行や訪日旅行客。 

 

④自然、文化、スポーツ等を活用した文化観光・ツーリズムの推進 

・地域独自の歴史、自然、芸能などの文化とスポーツ施設を活用し、文化観光やスポーツ

観光を推進する。 

取 組 内 容 

○歴史・自然遺産等を観光資源とした文化観光・ツーリズムの推進 

○レンタサイクルのツーリズムへの活用 

○文化、スポーツ等の大会開催による観光客の誘客 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

関係項目（文化歴史・イベント・スポーツ・自然）

における観光入込客数 
1,640,943 人 1,790,000 人 

 

⑤デジタル技術を活用した観光誘客及び魅力向上 

・観光産業に携わる事業者や団体等が、データを活用・分析して戦略的な観光誘客策を展

開できるように取り組むとともに、デジタル技術を活用して観光情報の発信を強化する。 

取 組 内 容 

○各種データの活用による観光商品の開発 

○ＳＮＳやデジタルサイネージ等を活用した観光情報の発信 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

公式観光サイト「うらら白山人」のアクセス数 425,086 件 455,000 件 
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○能美市、野々市市、川北町の観光資源と連携した観光誘客の推進 
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１ 総合戦略の位置づけと役割 
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ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様
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（２） 山・川・まち・海の魅力を活かした交流人口の拡大 
 

 

①地域資源を活かしたイベントの開催 

・山・川・まち・海などの地域資源を活かし本市の魅力を広く発信するとともに、滞在・体

験活動や各種イベントへの支援により、交流人口の拡大及び地域の活性化を図る。 

取 組 内 容 

○自然や農林水産業、伝統芸能等の体験活動への支援 
○地域イベント（祭りなど）への支援 
○白山ブランドの周知及び利用促進に対する支援 
○市内で開催される合宿や修学旅行等に伴う宿泊に対する支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

地域イベントの誘客人数（概数） 125,200 人 143,000 人 
 

②交流拠点となる施設の整備及び利活用の促進 

・道の駅やスキー場・温泉などの交流拠点となる観光・文化施設の整備・充実を図るとと

もに、その魅力を広く発信することで、交流人口の拡大及び地域の活性化を図る。 

取 組 内 容 

○既存施設の整備・充実 

○交流拠点の利用促進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

道の駅※の延べ利用者数 
※ 瀬女、一向一揆の里、しらやまさん、めぐみ白山 

678,973 人 695,000 人 

 

③自然、歴史、文化などを活かした地域の魅力の向上と発信 

・地球規模の資源や自然遺産を保護しつつ、豊かな自然環境を体験する機会を創出する。 

・長い歴史の中で生まれ、育まれ、守り伝えられてきた貴重な文化財を保全・活用するこ

とで、本市の歴史や文化を次世代に継承し、地域の魅力向上や郷土愛の醸成を図る。 

・歴史や文化などの魅力の発信、芸術文化の振興により、地域の活性化を図る。 

取 組 内 容 

○豊かな自然環境を活かした体験活動の実施及び支援 

○国指定文化財等※の登録数の増加と文化財保全活動に対する支援 

○博物館等文化施設における歴史・文化・芸術発信の充実 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

博物館等文化施設の延べ来館者数 173,598 人 202,000 人 
※国指定文化財等：国指定・国選定・国登録文化財。 
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あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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④まちなかの賑わいの創出 

・駅周辺や既存商店街などの中心市街地におけるイベント開催や活性化に向けた取組を支

援することにより、まちなかの賑わいの創出を図る。 

取 組 内 容 

○次世代の感性を取り入れたまちなかの活性化 

○まちなかの賑わい創出につながるイベントに対する支援 

○地産地消を推進するイベントの開催 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

商店街が実施する賑わい創出イベントへの補助件数 4 件 4 件 
 

⑤トレインパーク白山の活用による広域観光の強化 

・「鉄道のまち」として新幹線や民間鉄道などの鉄道関連施設が立地することに加え、トレ

インパーク白山の開業により、高速鉄道技術を身近に体験することができる環境が整っ

たことを活かし、インバウンドを含む観光客等の受け入れや広域観光の強化を図る。 

取 組 内 容 

○鉄道関連施設の活用促進 

○鉄道のまち白山ＰＲ事業の推進 

○駅周辺整備の推進 

○アクセス道路整備の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ６） 目標値（Ｒ９） 

トレインパーク白山の延べ来場者数（１～１２月） 191,957 人 190,000 人 
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基本目標 

２ 

白山手取川ジオパークの豊かな自然と歴史・文化を 

活かした「観光・交流」創生 
 

（１） 観光資源の魅力の発信と受入態勢の強化 

 

①白山手取川ユネスコ世界ジオパーク及び白山ユネスコエコパークの観光資源を活用した観光誘客 

・国立公園白山や白山手取川ユネスコ世界ジオパーク、白山ユネスコエコパークを保護し

つつ、観光資源として活用するため、生態系の保全と持続可能な利活用の調和に配慮し

て受入環境の充実を図るとともに、環白山地域と連携して、コンテンツづくりや情報発

信に取り組む。 

取 組 内 容 

○白山手取川ジオパークの自然、文化、歴史の活用 

○国立公園白山と周辺観光地域が連動した観光地づくりの推進 

○観光文化拠点施設の整備などを通じた受入環境の充実 

○特色ある食のコンテンツの充実 

○国内、国外への観光情報の発信 

○質の高い観光ガイド等の人材育成 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

着地型旅行商品の利用者数 2,529 人 3,500 人 

 

②白山総合車両所や企業等を活用した産業観光の推進 

・周辺市町と連携し、白山総合車両所の最先端の技術や周辺企業のものづくりの魅力、伝

統産業や産業遺産などを観光資源とした産業観光の推進を図る。 

取 組 内 容 

○能美市、野々市市、川北町の観光資源と連携した観光誘客の推進 

○ものづくり産業の観光客受入態勢の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

産業観光に関する着地型旅行商品の利用者数 135 人 300 人 
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1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（３） 外部人材による賑わい創出に向けた関係人口の拡大 

 

①本市出身者等との関係強化 

・本市の出身者や元在住者、ふるさと納税等を通じて関心がある方に対し、地域と継続的

なつながりを持つ機会や情報などを提供することにより、連携強化を図る。 

取 組 内 容 

○本市出身者などへの定期的な情報提供などの働きかけとネットワークの構築 

○ふるさと納税による継続的なつながりの確保 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

ふるさと納税額 403,962 千円 600,000 千円 
 

②地域づくりの担い手となる地域外人材の確保 

・本市と関わりのある個人や企業、高等教育機関、しらみね大学村※などの各種団体、友

好都市などの地域外の人材に、本市の地域課題の解決や地域づくりに向けた担い手とな

って応援してもらえるよう、連携強化や新たなつながりの創出を図る。 

取 組 内 容 

○観光特使などゆかりのある個人をはじめ各種団体等と連携した地域課題の解決 

○郷土会活動への支援 

○友好都市間交流の推進 

○国際交流組織の機能充実と連携強化 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

白山市観光特使の委嘱者数 75 人 90 人 
※しらみね大学村：石川県内の大学を中心に、全国の大学の学生が参加して、白峰地域で地域活性化活動に取

り組むサテライトサークル。 
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１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（４） 産学官金労言等の連携による地域活性化の推進 

 

①市内・県内での進学や就職の促進 

・魅力ある大学づくり等への支援により、地元大学への進学を促進するとともに、学生と

企業のマッチングにより、学生の卒業後の市内への定着を促進する。 

取 組 内 容 

○大学等の魅力向上による地元大学への進学促進 

○市内就職を促進する求人確保とマッチング機会の提供 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

市内大学卒業者の市内企業就職率 12.9 ％ 16.0 ％ 
 

②大学等と地域や企業との連携の強化 

・県内の大学等と企業との連携により、地域の課題解決に取り組み、地域産業や地域の活

性化を図る。 

取 組 内 容 

○ＳＤＧｓ未来都市計画関連事業の推進 

○大学等との連携による Society5.0を活用した地域産業の振興 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

大学・地域等との連携事業数 44 件 55 件 
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基本目標 

２ 

白山手取川ジオパークの豊かな自然と歴史・文化を 

活かした「観光・交流」創生 
 

（１） 観光資源の魅力の発信と受入態勢の強化 

 

①白山手取川ユネスコ世界ジオパーク及び白山ユネスコエコパークの観光資源を活用した観光誘客 

・国立公園白山や白山手取川ユネスコ世界ジオパーク、白山ユネスコエコパークを保護し

つつ、観光資源として活用するため、生態系の保全と持続可能な利活用の調和に配慮し

て受入環境の充実を図るとともに、環白山地域と連携して、コンテンツづくりや情報発

信に取り組む。 

取 組 内 容 

○白山手取川ジオパークの自然、文化、歴史の活用 

○国立公園白山と周辺観光地域が連動した観光地づくりの推進 

○観光文化拠点施設の整備などを通じた受入環境の充実 

○特色ある食のコンテンツの充実 

○国内、国外への観光情報の発信 

○質の高い観光ガイド等の人材育成 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

着地型旅行商品の利用者数 2,529 人 3,500 人 

 

②白山総合車両所や企業等を活用した産業観光の推進 

・周辺市町と連携し、白山総合車両所の最先端の技術や周辺企業のものづくりの魅力、伝

統産業や産業遺産などを観光資源とした産業観光の推進を図る。 

取 組 内 容 

○能美市、野々市市、川北町の観光資源と連携した観光誘客の推進 

○ものづくり産業の観光客受入態勢の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

産業観光に関する着地型旅行商品の利用者数 135 人 300 人 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  

２．白山手取川ジオパークの豊かな自然と歴史・文化を活かした「観光・交流」創生 
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（５） 移住・定住を支える事業・制度の充実 
 

①移住・定住施策の推進 

・良好な住宅地の整備を進め、市外からの転入者に定住支援することにより、転入者の増

加や転出者の縮減に努め、本市全域的に社会動態の維持・向上を図る。 

取 組 内 容 

○市外からの定住者への住宅購入費等の支援 

○土地区画整理事業による宅地の整備促進 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

定住促進奨励金制度を利用した市外からの転入者数 1,238 人 1,300 人 

 

②受入態勢の強化及び情報発信 

・移住に関する情報発信や受入態勢の強化により、移住しやすい環境づくりを推進する。 

取 組 内 容 

○移住体験の実施 

○移住相談窓口を通じた支援 

○緑のふるさと協力隊や地域おこし協力隊の受け入れ 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

短期移住体験宿泊事業の利用者数 8 人 12 人 

 

③空き家バンクの活用促進  

・増加する空き家の適正管理を推進し、移住・定住・二地域居住の受け皿としても活用す

るため、空き家バンク制度を拡張し、所有者・利用者双方が利用しやすい環境を整備す

る。 

取 組 内 容 

○空き家バンク制度の拡張 

○空き家バンクを利用しやすい環境の整備 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

空き家バンク制度を利用した成約件数 20 件 24 件 
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1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  

白山市デジタル田園都市構想総合戦略 
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基本目標 

３ 

商工業の集積と農林水産資源を活かした 

「仕事・雇用」創生 
 

（１） 白山の恵みである農林水産資源を活かした仕事の充実・創造 

 

①オーガニックビレッジの推進 

・自然環境への配慮や地産地消、安全安心な食の提供などの観点から、農業従事者をはじ

め事業者や消費者を巻き込み、有機農業の生産から消費までの一貫した取組を推進する。 

取 組 内 容 

○有機農業の取組の拡大 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

有機農業に取り組む農地の面積 45.2 ｈａ 63.3 ｈａ 

 

②スマート農業の促進 

・営農面積の拡大や経営基盤強化に対応するため、ロボットやドローン等のスマート農業

技術の導入を促進し、効率的な生産体制の構築を図る。 

取 組 内 容 

○スマート農業技術を活用した農作業の効率化等の支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ６） 目標値（Ｒ９） 

スマート農業技術による施肥を試行実施する農地の面積 2 ｈａ 30 ｈａ 
 

③農林水産物の販売促進及び付加価値の向上 

・環境保全型農業への取組や園芸作物の産地化、生産・加工・販売による６次産業化など

の付加価値の向上を図るとともに、農林水産物や加工品のブランド化、生産者自らによ

る販売促進等に取り組み、所得の向上を図る。 

取 組 内 容 

○環境保全型農業の取組に向けた支援 

○園芸作物の産地化や経営の複合化に向けた支援 

○地元農産物販売施設設置による園芸振興 

○持続可能な所得を確保できる農業経営の支援 

○６次産業化の取組支援 

○農林水産物や加工品のブランド認証の推進 

○地域産材の利活用の促進 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

環境保全型農業支援対策事業の取組面積 104.6 ｈａ 115 ｈａ 

３．商工業の集積と農林水産資源を活かした「仕事・雇用」創生 
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④新たな地域特産品の開発及び販売促進 

・白山の豊富な地域資源を活かした農商工連携による特産品の開発を推進するとともに、

既存の特産品の販売促進に取り組み、地域経済の活性化を図る。 

取 組 内 容 

○白山菊酒など特産品の普及に向けた支援 

○酒造メーカーが求める酒米生産に対する支援 

○ジビエ※の普及・促進及び安定供給の確保 

○中山間地域の振興作物である「そば」の安定した品質・収量確保に対する支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

中山間地域における「そば」の作付面積 49.2 ｈａ 60.8 ｈａ 
※ジビエ：シカ、イノシシなど狩猟によって食材として捕獲される野生鳥獣やその肉。近年、積極的に料理に

活用し消費を拡大していこうという取組が各地で進んでいる。 

 

⑤担い手の確保及び生産基盤の充実 

・農林水産業の担い手の確保を積極的に推進するとともに、担い手が安定的に生産活動を

行える基盤を充実し、農林水産業の振興を図る。 

取 組 内 容 

○新規就農者の確保及び経営基盤の強化に向けた支援 

○農地の集約化や農業用機械・施設の整備への支援 

○集落ぐるみでの鳥獣害対策の推進 

○中山間地域の農業生産の維持と多面的機能の確保 

○水産資源の確保と漁港の適正管理 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

農業次世代人材投資資金の受給者数 10 人 13 人 
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1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  

３．商工業の集積と農林水産資源を活かした「仕事・雇用」創生 

42 

 

④新たな地域特産品の開発及び販売促進 

・白山の豊富な地域資源を活かした農商工連携による特産品の開発を推進するとともに、

既存の特産品の販売促進に取り組み、地域経済の活性化を図る。 

取 組 内 容 

○白山菊酒など特産品の普及に向けた支援 

○酒造メーカーが求める酒米生産に対する支援 

○ジビエ※の普及・促進及び安定供給の確保 

○中山間地域の振興作物である「そば」の安定した品質・収量確保に対する支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

中山間地域における「そば」の作付面積 49.2 ｈａ 60.8 ｈａ 
※ジビエ：シカ、イノシシなど狩猟によって食材として捕獲される野生鳥獣やその肉。近年、積極的に料理に

活用し消費を拡大していこうという取組が各地で進んでいる。 

 

⑤担い手の確保及び生産基盤の充実 

・農林水産業の担い手の確保を積極的に推進するとともに、担い手が安定的に生産活動を

行える基盤を充実し、農林水産業の振興を図る。 

取 組 内 容 

○新規就農者の確保及び経営基盤の強化に向けた支援 

○農地の集約化や農業用機械・施設の整備への支援 

○集落ぐるみでの鳥獣害対策の推進 

○中山間地域の農業生産の維持と多面的機能の確保 

○水産資源の確保と漁港の適正管理 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

農業次世代人材投資資金の受給者数 10 人 13 人 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（２） 中小企業の振興による雇用機会の創出と創業支援 
 

①中小企業の育成及び競争力強化 

・地域の雇用と経済を支える中小企業の近代化・合理化による経営基盤の安定化を図ると

ともに、人材の確保及び育成を支援し、地域活力の活性化を図る。 

・各企業が有する技術や製品の国内外に向けた販路開拓活動を支援するとともに、新製品

の開発など新たな事業活動の促進による産業の活性化を図る。 

取 組 内 容 

○設備投資や経営基盤の安定化に対する支援 
○キャッシュレスなどデジタル化の推進 
○技術者の表彰などによる技術水準の向上と人材の育成 
○受注拡大や新規取引先の開拓に向けた国内外の見本市などへの出展支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

中小企業設備投資促進事業の新規利用件数 4 件 4 件 

 

②創業支援の推進 

・産業の活性化や新たな雇用創出を図るため、創業に対する総合的な支援や、空き店舗等

を活用した起業家に対する支援を行う。 

取 組 内 容 

○経済団体等との連携強化による創業希望者への総合的な支援 

○創業時における空き店舗等の利活用の支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

起業家支援補助金の申請件数 15 件 20 件 

 

③商店街の活性化 

・商店街の賑わい創出を図るため、商店街事業者が意欲的に取り組む活動や事業承継を支

援し、商店街全体の魅力の向上と活性化を図る。 

取 組 内 容 

○商店街イメージアップへの支援 

○事業承継にかかる支援 

○商店街空き店舗活用への支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

商店街新規出店事業に係る補助金の申請件数 2 件 2 件 
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④新たな地域特産品の開発及び販売促進 

・白山の豊富な地域資源を活かした農商工連携による特産品の開発を推進するとともに、

既存の特産品の販売促進に取り組み、地域経済の活性化を図る。 

取 組 内 容 

○白山菊酒など特産品の普及に向けた支援 

○酒造メーカーが求める酒米生産に対する支援 

○ジビエ※の普及・促進及び安定供給の確保 

○中山間地域の振興作物である「そば」の安定した品質・収量確保に対する支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

中山間地域における「そば」の作付面積 49.2 ｈａ 60.8 ｈａ 
※ジビエ：シカ、イノシシなど狩猟によって食材として捕獲される野生鳥獣やその肉。近年、積極的に料理に

活用し消費を拡大していこうという取組が各地で進んでいる。 

 

⑤担い手の確保及び生産基盤の充実 

・農林水産業の担い手の確保を積極的に推進するとともに、担い手が安定的に生産活動を

行える基盤を充実し、農林水産業の振興を図る。 

取 組 内 容 

○新規就農者の確保及び経営基盤の強化に向けた支援 

○農地の集約化や農業用機械・施設の整備への支援 

○集落ぐるみでの鳥獣害対策の推進 

○中山間地域の農業生産の維持と多面的機能の確保 

○水産資源の確保と漁港の適正管理 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

農業次世代人材投資資金の受給者数 10 人 13 人 
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1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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④若者や女性への就労等の支援 

・若者や女性が安心して働き続けられる環境を創出するため、奨学金返還中や育児休業中

の支援、再就職の支援など、安定的な生活基盤を支えるための就労をサポートする。 

取 組 内 容 

○育児休業等生活資金融資の促進 

○女性への再就職、就業支援セミナーの実施 

○奨学金を返還する従業員を支援する企業のサポート 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

市内で実施する女性向け就業支援セミナーの参加者数 37 人 40 人 
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１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（３） 大都市からの人材還流を見据えた企業誘致の推進 
 

①新たな雇用の創出に向けた企業誘致の推進 

・企業ニーズを把握し、市内工業用地の整備やＰＲ、各種支援により、サテライトオフィ

スを含めた企業誘致を推進し、地域経済の活性化と雇用の創出を図る。 

取 組 内 容 

○工場建設や用地取得、市民雇用に対する支援 

○本社機能の移転促進に向けた支援 

○工業団地の整備及びＰＲの推進 

○空き家等を活用したサテライトオフィスの誘致 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

市内工業団地等への立地件数（累計） 16 件 23 件 

 

②市内企業における就労の拡大と人材の確保 

・ＵＩＪターン希望者や地元の高校・大学等に通う学生に対し、市内企業の各種情報を提

供することにより、市内企業への就労の拡大と人材の確保を図る。 

・労働力不足への対応として期待される外国人労働者の活用促進に向け、生活環境を含め

た受入環境の充実を図る。 

取 組 内 容 

○ＵＩＪターン希望者や就職希望者に対する市内企業の求人情報の提供 

○白山市合同就職説明会の開催 

○中高齢者への就職支援 

○外国人労働者に対する受入環境の充実 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

白山市合同就職説明会の参加者数 57 人 60 人 

 

③多様な働き方の推進 

・若者や女性、二地域居住をする方などが多様で柔軟な働き方ができるよう、コワーキン

グスペース等の拠点の活用を支援する。 

取 組 内 容 

○コワーキングスペース活用の推進 

○多様な働き方に対応した市内拠点設置への支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

市内に設置されているコワーキングスペースの数 ０か所 １か所 

３．商工業の集積と農林水産資源を活かした「仕事・雇用」創生 
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④新たな地域特産品の開発及び販売促進 

・白山の豊富な地域資源を活かした農商工連携による特産品の開発を推進するとともに、

既存の特産品の販売促進に取り組み、地域経済の活性化を図る。 

取 組 内 容 

○白山菊酒など特産品の普及に向けた支援 

○酒造メーカーが求める酒米生産に対する支援 

○ジビエ※の普及・促進及び安定供給の確保 

○中山間地域の振興作物である「そば」の安定した品質・収量確保に対する支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

中山間地域における「そば」の作付面積 49.2 ｈａ 60.8 ｈａ 
※ジビエ：シカ、イノシシなど狩猟によって食材として捕獲される野生鳥獣やその肉。近年、積極的に料理に

活用し消費を拡大していこうという取組が各地で進んでいる。 

 

⑤担い手の確保及び生産基盤の充実 

・農林水産業の担い手の確保を積極的に推進するとともに、担い手が安定的に生産活動を

行える基盤を充実し、農林水産業の振興を図る。 

取 組 内 容 

○新規就農者の確保及び経営基盤の強化に向けた支援 

○農地の集約化や農業用機械・施設の整備への支援 

○集落ぐるみでの鳥獣害対策の推進 

○中山間地域の農業生産の維持と多面的機能の確保 

○水産資源の確保と漁港の適正管理 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

農業次世代人材投資資金の受給者数 10 人 13 人 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  

４．地域の安全・安心な暮らしを守りつなぐ「都市・地域」創生 
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基本目標 

４ 

地域の安全・安心な暮らしを守りつなぐ 

「都市・地域」創生 

 

（１） 生活基盤の充実と持続可能な社会の推進 

 

①公共交通の利便性の向上と利用促進 

・市民の生活の足である公共交通のさらなる利便性の向上と利用促進を図り、持続可能な

運行を確立する。 

取 組 内 容 

○在来線駅の利便性の向上 

○公共交通の利便性の向上（コミュニティバス、路線バス、北陸鉄道石川線） 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

コミュニティバスの１日平均利用者数 579 人 625 人 

北陸鉄道石川線の市内駅１日平均乗降客数 1,738 人 1,850 人 

 

②社会インフラをはじめとした既存ストックの計画的な更新 

・公共施設や住宅、既存のインフラの有効活用と計画的な更新を図るとともに、白山市国

土強靭化地域計画を推進し、快適で安全安心なまちづくりに努める。 

取 組 内 容 

○空き家対策の推進 

○特定危険空き家の除却や危険ブロック塀の撤去の促進 

○住宅の耐震化の促進 

○公共施設の長寿命化の推進 

○道路・橋りょう等の長寿命化の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

空き家改修等補助事業の利用件数 16 件 20 件 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  

白山市デジタル田園都市構想総合戦略 
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③安全で快適な生活基盤の整備 

・交通安全と防犯の向上を図るとともに、情報インフラの整備による市内での情報格差の

是正を図り、どの地域においても、安全で快適な生活基盤の整備を推進する。 

取 組 内 容 

○交通安全・防犯対策の推進 

○防犯カメラ設置の推進 

○情報基盤の整備 

○ＩＣＴ等の活用 

○Society5.0の推進 

○冬季間の雪害対策への支援 

○道路の狭隘
きょうあい

区間の解消 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

防犯カメラの設置台数（累計） 170 台 200 台 

 
④ゼロカーボンの推進 

・森林資源や水資源、地熱などの豊かな自然資源を活用して地産地消型の再生可能エネル

ギー源を構築し、クリーンエネルギーの活用を推進する。 

取 組 内 容 

○地産地消型エネルギー源の構築 

○グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）※の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

地産地消型エネルギー供給・消費体制の構築件数 ― 1 件 

※ＧＸ：化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に転換していく、経済社会システム

全体の変革への取組。 

 
⑤デジタル技術を活用した行政サービスの提供 

・窓口での申請書作成や行政情報の管理・発信等にデジタル技術を活用し、市民の利便性

向上、行政運営の簡素化・効率化を図る。 

取 組 内 容 

○デジタル化による「書かない窓口」の推進 

○電子申請サービスの拡充 

○行政情報の見える化 

○オープンデータの提供及び活用の促進 

○管理システムの導入による除雪業務の効率化 

○生成ＡＩの活用による行政サービスの充実 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

白山市公式ＬＩＮＥの友だち登録者数 30,366 人 33,000 人 

４．地域の安全・安心な暮らしを守りつなぐ「都市・地域」創生 

46 

 

基本目標 

４ 

地域の安全・安心な暮らしを守りつなぐ 

「都市・地域」創生 

 

（１） 生活基盤の充実と持続可能な社会の推進 

 

①公共交通の利便性の向上と利用促進 

・市民の生活の足である公共交通のさらなる利便性の向上と利用促進を図り、持続可能な

運行を確立する。 

取 組 内 容 

○在来線駅の利便性の向上 

○公共交通の利便性の向上（コミュニティバス、路線バス、北陸鉄道石川線） 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

コミュニティバスの１日平均利用者数 579 人 625 人 

北陸鉄道石川線の市内駅１日平均乗降客数 1,738 人 1,850 人 

 

②社会インフラをはじめとした既存ストックの計画的な更新 

・公共施設や住宅、既存のインフラの有効活用と計画的な更新を図るとともに、白山市国

土強靭化地域計画を推進し、快適で安全安心なまちづくりに努める。 

取 組 内 容 

○空き家対策の推進 

○特定危険空き家の除却や危険ブロック塀の撤去の促進 

○住宅の耐震化の促進 

○公共施設の長寿命化の推進 

○道路・橋りょう等の長寿命化の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

空き家改修等補助事業の利用件数 16 件 20 件 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（２） 地域の防災力向上に資する取組の推進 

 

①地域防災力の強化 

・消防団員の確保や町内会ごとの防災士の育成、自主防災組織の結成などにより、消防団

を中核とした地域の防災力の強化を図る。 

取 組 内 容 

○消防団や自主防災組織への支援 

○自主防災リーダー（防災士）の育成 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

防災士の人数（累計） 738 人 1,200 人 

 

②消防・防災基盤の強化 

・消防機器や防災備品等を計画的に配置するとともに、安全な避難経路の確保や通信体制

の整備、避難施設への防災備蓄品配備などにより、防災基盤の確保を図る。 

取 組 内 容 

○消防団装備の充実・強化 

○デジタル防災行政無線の整備 

○避難施設への防災備蓄品等の配備 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

携帯用トイレの備蓄数 36,000 個 77,000 個 

 

③デジタル技術を活用した防災情報の発信強化 

・災害時における情報収集、意思決定、情報発信を一元的に管理する総合防災情報システ

ムを導入し、防災情報の発信や災害対応の強化を図る。 

取 組 内 容 

○総合防災情報システムによる情報発信 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

災害時に一次情報を即時提供する媒体数 ６媒体 ８媒体 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（３） 魅力と愛着のある地域づくりの推進 

 

①市民協働で創るまちづくりの推進 

・地域の課題解決やコミュニティ力の向上に向け、コミュニティ活動を支える人材や団体

の育成を図るとともに、地域コミュニティ組織を支援し、市民との協働によるまちづく

りを推進する。 

取 組 内 容 

○地域の課題解決に向けた人材の育成 

○地域コミュニティ組織への支援 

○地域づくり団体や青少年団体の育成 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

各地域コミュニティ組織が自発的に追加または見

直しを実施した事業の件数 
― 56 件 

 

②連携中枢都市圏の推進 

・近隣市町と連携し、圏域全体の経済成長や高次の都市機能の集積・強化を図るとともに、

圏域全体の生活関連機能サービスの向上を図る。 

取 組 内 容 

○圏域全体の経済成長のけん引 

○高次の都市機能の集積・強化 

○生活関連機能サービスの向上 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

連携中枢都市圏における広域連携事業着手数 74 件 80 件 

 

③特色のある文化活動の振興 

・各種文化・芸能活動の促進による文化の振興や、同じ地域に住む市民の多文化共生を図る。 

取 組 内 容 

○地域の文化活動への支援 

○国際交流・多文化共生の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

文化振興事業補助金の申請件数 8 件 10 件 

 

  

４．地域の安全・安心な暮らしを守りつなぐ「都市・地域」創生 

46 

 

基本目標 

４ 

地域の安全・安心な暮らしを守りつなぐ 

「都市・地域」創生 

 

（１） 生活基盤の充実と持続可能な社会の推進 

 

①公共交通の利便性の向上と利用促進 

・市民の生活の足である公共交通のさらなる利便性の向上と利用促進を図り、持続可能な

運行を確立する。 

取 組 内 容 

○在来線駅の利便性の向上 

○公共交通の利便性の向上（コミュニティバス、路線バス、北陸鉄道石川線） 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

コミュニティバスの１日平均利用者数 579 人 625 人 

北陸鉄道石川線の市内駅１日平均乗降客数 1,738 人 1,850 人 

 

②社会インフラをはじめとした既存ストックの計画的な更新 

・公共施設や住宅、既存のインフラの有効活用と計画的な更新を図るとともに、白山市国

土強靭化地域計画を推進し、快適で安全安心なまちづくりに努める。 

取 組 内 容 

○空き家対策の推進 

○特定危険空き家の除却や危険ブロック塀の撤去の促進 

○住宅の耐震化の促進 

○公共施設の長寿命化の推進 

○道路・橋りょう等の長寿命化の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

空き家改修等補助事業の利用件数 16 件 20 件 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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④美しい景観の保全と活用 
・本市の豊かな自然景観や古くから残る町並みの保全・活用に対する支援を充実すること

により、魅力ある景観まちづくりを推進し、郷土への愛着を深める。 

取 組 内 容 

○景観まちづくりの推進 

○白峰重要伝統的建造物群保存地区の保全・活用に対する支援 

○地域の緑化活動の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

景観まちづくり整備事業補助金の申請件数 4 件 4 件 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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（４） 白山ろく地域の活性化 

 

①地域資源の活用による個性の発揮 

・白山ろく地域の独特の風土で育まれてきた食・文化・歴史など、地域資源の活用により

個性や魅力を発信する。 

取 組 内 容 

○地域資源の発掘と活用策の推進 

○地域資源の魅力の発信 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

白山手取川ジオパーク推進協議会との連携協定団

体数（累計） 
25 団体 30 団体 

 

②産業の振興と移住・定住の促進 

・農林業などの基幹産業の振興を図るとともに、特産品開発を促進し、自然豊かな環境を

活かした魅力の発信により、移住・定住の促進を図る。 

取 組 内 容 

○地産地消や特産品の開発、６次産業化の促進による農林業の振興 

○薬草産地化の推進 

○高等教育機関等との連携による魅力の発信 

○移住・定住施策の充実 

○白山ろく地域における住宅購入費等の支援 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

白山ろく地域定住促進奨励金の利用者数 6 人 10 人 

 

③観光の推進 

・スキー場や温泉などの観光拠点の維持・充実を図るとともに、白山手取川ユネスコ世界

ジオパークや地域イベントを観光資源として活用するため、活動の支援や拠点整備を推

進する。 

取 組 内 容 

○観光拠点の維持・充実による観光産業の振興 

○観光資源としての地域イベント（祭りなど）への支援 

○白山ろく地域におけるジオ観光の拠点整備 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

観光入込客数（山と雪のエリア、川と峡谷のエリア） 1,203,038 人 1,315,000 人 

スキー場の延べ利用者数 92,393 人 155,000 人 
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基本目標 

４ 

地域の安全・安心な暮らしを守りつなぐ 

「都市・地域」創生 

 

（１） 生活基盤の充実と持続可能な社会の推進 

 

①公共交通の利便性の向上と利用促進 

・市民の生活の足である公共交通のさらなる利便性の向上と利用促進を図り、持続可能な

運行を確立する。 

取 組 内 容 

○在来線駅の利便性の向上 

○公共交通の利便性の向上（コミュニティバス、路線バス、北陸鉄道石川線） 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

コミュニティバスの１日平均利用者数 579 人 625 人 

北陸鉄道石川線の市内駅１日平均乗降客数 1,738 人 1,850 人 

 

②社会インフラをはじめとした既存ストックの計画的な更新 

・公共施設や住宅、既存のインフラの有効活用と計画的な更新を図るとともに、白山市国

土強靭化地域計画を推進し、快適で安全安心なまちづくりに努める。 

取 組 内 容 

○空き家対策の推進 

○特定危険空き家の除却や危険ブロック塀の撤去の促進 

○住宅の耐震化の促進 

○公共施設の長寿命化の推進 

○道路・橋りょう等の長寿命化の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

空き家改修等補助事業の利用件数 16 件 20 件 
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白山市デジタル田園都市構想総合戦略 

1 

１ 総合戦略の位置づけと役割 

１）総合戦略策定の背景・目的 

本市は、平成 17（2005）年２月１日の合併により誕生し、平成 19（2007）年３月に「白

山市総合計画」、平成 29（2017）年３月に「第２次白山市総合計画」を策定し、将来像であ

る「健康で笑顔あふれる元気都市 白山 ～ 次世代への贈り物 白山の恵みと人集い、活力

あふれるまち ～」の実現を目指し、様々なまちづくり施策を展開してきた。 

一方、平成 26（2014）年 11月に「まち・ひと・しごと創生法」が公布され、人口減少に

歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住み

良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本を維持することに国を挙げて取り組むと

する「地方創生」の考え方が示された。 

本市では、これらの基本的な考え方や国が示す政策５原則（自立性、将来性、地域性、直

接性、結果重視）を踏まえ、平成 27（2015）年 10月に「白山市人口ビジョン」及び「白山

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 30（2018）年８月に改訂）」を策定し、地方創生

の取組を展開してきた。 

令和元（2019）年 12月には、国において、関係人口※１の創出や Society5.0※２、「ＳＤＧ

ｓ（持続可能な開発目標 Sustainable Development Goals）」の実現による持続可能なまち

づくりなど、新たな視点を充実させた「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が示され

た。これを受け、本市においても総合戦略の評価・見直しを行い、令和２（2020）年３月に

「第２期白山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、取組を推進してきた。 

その後、新型コロナウイルスの感染症拡大やＩＣＴの進化等の社会情勢の変化を受け、

国において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させ、「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年 12月に「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」が策定された。 

そこで今回、本市においても、第２期総合戦略におけるこれまでの取組を評価するとと

もに、国の方針を踏まえ、第３期地方版総合戦略として新しい戦略の策定を行うものであ

る。 

この総合戦略は、中長期的な将来展望を見据えつつ、デジタル技術も活用しながら、よ

り具体的かつ実効性のある施策・事業を展開することにより、「まち・ひと・しごと」を創

生することで、人口減少や少子高齢化の進行による地域経済や地域社会の縮小を克服する

ことを目指している。 

※１ 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のことを指す。 

※２ Society5.0：５Ｇをはじめ、ＩＣＴ、ＩｏＴなどのあらゆるものをネットワーク化し、経済発展と社会

課題の解決による新しい社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として提唱。  
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④鳥獣害対策の推進 

・野生動物による農作物の被害の軽減と人への危害を防ぐため、鳥獣被害の対策を図る。 

取 組 内 容 

○有害鳥獣対策事業の推進 

○森林保全事業の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

有害鳥獣による農林業被害額 6,019 千円 3,000 千円 

 

⑤安全・安心な地域環境の維持・充実 

・日常生活を安心して送れるように、交通体系や教育・福祉・医療環境の充実とともに、雪

害や噴火災害など各種災害に対する防災・減災対策を推進する。 

取 組 内 容 

○交通体系の充実 

○教育環境の充実 

○地域福祉や医療体制の充実 

○雪害や噴火災害等への防災・減災対策の推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 

白山ろく地域の高齢者の要介護・要支援認定率 19.7 ％ 20.7 ％ 

 

 



 

 

《 参考資料 》 
成果指標及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）〔再掲〕 

 

■ 基本目標１ 

 安心して子どもを産み育て生涯活躍できる「子育て・教育」創生 

成 果 指 標 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 算出方法 

年間出生数 746人 750人 
「白山市統計書」における当該
年１～12月の合計値 

健康寿命（平均自立期間） 
男性 81.1歳 

女性 85.6歳 

男性 81.5歳 

女性 86.0歳 

白山市民全体の平均寿命から、
国保データベースシステムに記

録されている市民のうち要介護
２以上の者の平均余命を減じて
算出 

電子図書館タイトル数 4,216 4,500 当該年度末時点の数値 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 算出方法 

婚活イベントでのカップル成立

数 
5 件 10 件 

子育て支援課が保有する件数の

当該年度合計値 

不妊治療費助成事業の利用件数 170 件 210 件 

白山市不妊治療費助成申請件
数、（先進医療）不妊治療費助成
申請件数、不育症治療費助成申

請件数の当該年度合計値 

一時保育の延べ利用児童数 1,732 人 2,500 人 市内実施施設の利用実績の当該
年度合計値 

子育てひろばの延べ利用数 47,085 人 44,481 人 市内全施設の利用人数の当該年
度合計値 

小児予防接種デジタル予診票の

利用率 
― 65 ％ 

当該年度の医療機関報告記録の
うち、デジタル予診票の占める

割合 

公共施設に設置されたＡＥＤの

台数 
 191 台 200 台 

市立及び市立以外の公共施設へ
の設置数の当該年度末時点の数

値 

特定健診の受診率 46.5 ％ 62.5 ％ 法律で報告が義務付けられてい
る40歳～74歳の受診率 

延長保育の延べ利用児童数 11,564 人 20,000 人 市内実施施設の利用実績の当該
年度合計値 

講座を通じてコミュニケーション

手段への理解が進んだ受講者の割

合 
― 60 ％ 

当該年度の「聴覚に障害のある
人へのコミュニケーション支援

講座」の事後アンケートで、「理
解できた」「どちらかといえば理
解できた」と回答した参加者の

割合 

審議会等の女性登用率 31.6 ％ 35.0 ％ 

当該年４月１日時点の市の審議
会等における委員数のうち、女

性が占める割合（各課に照会し
て算出） 

地域ケア会議の開催回数 48 回 55 回 

個別地域ケア会議、自立支援ケ
アプラン会議、日常生活圏域に
おける地域会議、地域ケア推進

会議の開催回数の当該年度合計
値 

スポーツ施設の延べ利用者数 859,226 人 1,050,000 人 
市立施設の利用者数の当該年度

合計値 

「学校に行くのは楽しい」と回答

した児童生徒の割合 
小学校 85.4 ％ 

中学校 85.4 ％ 

小学校 90 ％ 

中学校 90 ％ 
当該年の「学習状況調査」におけ
る回答結果から算出 

図書館の延べ利用人数 390,361 人 400,000 人 市立図書館の利用人数の当該年
度合計値 

 



 

 

■ 基本目標２ 

 白山手取川ジオパークの豊かな自然と歴史・文化を活かした「観光・交流」創生 

成 果 指 標 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 算出方法 

人口の社会増減数 
３年間で転入超過 

379人（Ｒ３～Ｒ５） 
３年間で転入超過 

750 人（Ｒ７～Ｒ９） 

「石川県人口移動統計調査」に
おける社会増減数の直近３年間

（10～９月）の合計値 

観光入込客数 3,861,927人 4,220,000人 
「白山市の観光」における当概

年（１～12月）の数値 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 算出方法 

着地型旅行商品の利用者数 2,529 人 3,500 人 

「白山市の観光」に掲載してい

る着地型旅行商品について、当
該年１～12月の利用者数の合計
値 

産業観光に関する着地型旅行商

品の利用者数 
135 人 300 人 

「白山市の観光」に掲載してい
る着地型旅行商品のうち産業観
光に関するものについて、当該

年１～12月の利用者数の合計値 

外国人宿泊客数 1,853 人 4,000 人 「白山市の観光」における当概
年（１～12月）の数値 

はくさん定期観光バス利用促進

クーポンの使用枚数 
1,072 枚 1,200 枚 

金沢～白峰間の定期観光バス乗
車者に交付する観光クーポン券

の使用枚数の当該年度合計値 

関係項目（文化歴史・イベント・

スポーツ・自然）における観光入

込客数 
1,640,943 人 1,790,000 人 

「白山市の観光」における項目

別入込客数のうち、４項目の当
該年（１～12月）の数値の合計
値 

公式観光サイト「うらら白山人」

のアクセス数 
425,086 件 455,000 件 当該年度合計値 

地域イベントの誘客人数（概数） 125,200 人 143,000 人 

「白山市の観光」における地域

イベント（市補助金支出分）の誘
客人数の当該年（１～12月）の
数値 

道の駅※の延べ利用者数 
※瀬女、一向一揆の里、しらやまさん、め

ぐみ白山 
678,973 人 695,000 人 利用者数の当該年度合計値 

博物館等文化施設※の延べ来館者数 
※市立博物館、中川一政美術館、ふるさと

館、俳句館、ルーツ交流館、呉竹文庫、

一向一揆歴史館、うるわし、安楽庵、東

二口歴史民俗資料館、恐竜パーク白峰 

173,598 人 202,000 人 来館者数の当該年度合計値 

商店街が実施する賑わい創出イ

ベントへの補助件数 
4 件 4 件 助成件数の当該年度合計値 

トレインパーク白山の延べ来場

者数 
191,957 人（Ｒ６） 190,000 人 チケット販売実績の当該年１～

12月の合計値 

ふるさと納税額 403,962 千円 600,000 千円 当該年１～12月の合計値 

白山市観光特使の委嘱者数 75 人 90 人 委嘱中の人数の当該年度末時点
の数値 

市内大学卒業者の市内企業就職

率 
12.9 ％ 16.0 ％ 

当該年度の卒業者のうち、市内

企業に就職した人数の割合（大
学の報告から算出） 

大学・地域等との連携事業数 44 件 55 件 事業数の当該年度合計値 

定住促進奨励金制度を利用した

市外からの転入者数 
1,238 人 1,300 人 制度を利用した世帯に属する人

数の当該年度合計値 

短期移住体験宿泊事業の利用者

数 
8 人 12 人 

白山市短期移住宿泊体験補助金

の交付を受けた人数の当該年度
合計値 

空き家バンク制度を利用した成

約件数 
20 件 24 件 売買か賃貸借の契約が成約した

件数の当該年度合計値 

 



 

 

■ 基本目標３ 

 商工業の集積と農林水産資源を活かした「仕事・雇用」創生 

成 果 指 標 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 算出方法 

市内従業者数 57,952人（Ｒ３） 60,000 人（Ｒ８） 
「経済センサス活動調査」（５年
毎）の数値 

女性の就業率 54.5％（Ｒ２） 55.5％（Ｒ７） 

「国勢調査」（５年毎）における
白山市在住の 15 歳以上の女性

のうち、失業者を除く労働力人
口の割合 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 算出方法 

有機農業に取り組む農地の面積 45.2 ｈａ 63.3 ｈａ 
環境保全型農業支援対策事業に
よる有機農業取組面積の当該年
度合計値 

スマート農業技術による施肥を試

行実施する農地の面積 
2 ｈａ（Ｒ６） 30 ｈａ 

グリーンな栽培体系への転換サ
ポート事業による、スマート農
業技術（自動操舵システム）を利

用した水稲・大麦・大豆栽培にお
ける施肥面積の当該年度合計値 

環境保全型農業支援対策事業の

取組面積 
104.6 ｈａ 115 ｈａ 

環境保全型農業支援対策事業に
おける環境保全型直接支払制度
の対象となる取組を実施する農

地面積の当該年度合計値 

中山間地域における「そば」の作

付面積 
49.2 ｈａ 60.8 ｈａ そば生産向上対策事業によるそ

ば作付面積の当該年度合計値 

農業次世代人材投資資金の受給

者数 
10 人 13 人 

農業次世代人材投資事業（経営
開始資金）の新規受給者及び継
続受給者の当該年度合計値 

中小企業設備投資促進事業の新

規利用件数 
4 件 4 件 当該年度合計値 

起業家支援補助金の申請件数 15 件 20 件 当該年度合計値 

商店街新規出店事業に係る補助

金の申請件数 
2 件 2 件 当該年度合計値 

市内で実施する女性向け就業支

援セミナーの参加者数 
37 人 40 人 

市内で実施したセミナー（県実
施セミナーを含む）の参加者数

の当該年度合計値 

市内工業団地等への立地件数

（累計） 
16 件 23 件 

企業立地室で把握する新設また

は増設した工場等の件数の当該
年度末時点の累計値 

白山市合同就職説明会の参加者

数 
57 人 60 人 当該年度合計値 

市内に設置されているコワーキ

ングスペースの数 
0 か所 1 か所 

いしかわ「第二のふるさと」推進
実行委員会（石川県地域振興課

内）が開設するいしかわコワー
キングマップＨＰに掲載されて
いる市内のコワーキングスペー

ス数の当該年度末時点の数値 

 

  



 

 

■ 基本目標４ 

 地域の安全・安心な暮らしを守りつなぐ「都市・地域」創生 

成 果 指 標 基準値（Ｒ６） 目標値（Ｒ９） 算出方法 

住み良いと感じる市民の割合 81％ 現状維持 

総合戦略最終年度に実施する
「市民アンケート調査」の住み

良さに関する質問で、「住み良
い」「まあまあ住み良い」と回答
した割合 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（Ｒ５） 目標値（Ｒ９） 算出方法 

コミュニティバスの１日平均利

用者数 
579 人 625 人 

当該年度の利用者数から運行日

の１日平均を算出 

北陸鉄道石川線の市内駅１日平

均乗降客数 
1,738 人 1,850 人 

陽羽里駅以南の駅の当該年度の
年間乗降客数から１日平均を算
出 

空き家改修等補助事業の利用件数 16 件  20 件 当該年度合計値 

防犯カメラの設置台数（累計） 170 台 200台 市が設置したカメラの当該年度
末時点の累計値 

地産地消型エネルギー供給・消

費体制の構築件数 
― 1 件 

市民や市内企業がエネルギーを
生産し、市民や市内企業がその
エネルギーを消費する体制を構

築した件数(エネルギーの生産
者と消費者が同じものを除く。）
の当該年度合計値 

白山市公式ＬＩＮＥの友だち登

録者数 
30,366 人 33,000 人 当該年度末時点の数値 

防災士の人数（累計） 738 人 1,200 人 登録人数の当該年度末時点の累
計値 

携帯用トイレの備蓄数 36,000 個 77,000 個 
危機管理課で備蓄する数の当該

年度末時点の数値 

災害時に一次情報を即時提供す

る媒体数 
6 媒体 8 媒体 

危機管理課から即時提供する体
制が整っている媒体数の当該年

度末時点の数値 

各地域コミュニティ組織が自発

的に追加または見直しを実施し

た事業の件数 
― 56 件 

地域コミュニティ推進交付金の

実績報告において各組織から報
告を受けた新規事業及び見直し
た事業の件数の当該年度合計値 

連携中枢都市圏における広域連

携事業着手数 
74 件 80 件 

石川中央都市圏ビジョン事業一
覧のうち、白山市が関与して進
行中の広域連携事業の件数の当

該年度末時点の合計値 

文化振興事業補助金の申請件数 8 件 10 件 当該年度合計値 

景観まちづくり整備事業補助金

の申請件数 
4 件 4 件 当該年度合計値 

白山手取川ジオパーク推進協議

会との連携協定団体数（累計） 
25 団体 30 団体 当該年度末時点の累計値 

白山ろく地域定住促進奨励金の

利用者数 
6 人 10 人 奨励金を利用した世帯に属する

人数の当該年度合計値 

観光入込客数（山と雪のエリア、

川と峡谷のエリア） 
1,203,038 人 1,315,000 人 

「白山市の観光」における地域
別入込客数の当該年（１～12月）

の合計値 

スキー場の延べ利用者数 92,393 人 155,000 人 
市内２か所のスキー場の利用者
数の当該年度（スキーシーズン：

12～３月）合計値 

有害鳥獣による農林業被害額 6,019 千円 3,000 千円 
農業共済組合、農業関係団体、農

業者への聞き取り及び現地調査
により算出する当該年度合計値 

白山ろく地域の高齢者の要介

護・要支援認定率 
19.7 ％ 20.7 ％ 

当該年度末時点に白山ろく地域

に住所を有する 65 歳以上の人
のうち、要介護認定または要支
援認定を受けている人数の割合 
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